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I. 地域防災 Web の趣旨 

 

１－１．地域防災で求められるコンテンツとは（地域防災 Web の目的） 

 「地域防災 Web」は、地域防災の現場で当事者として活動する地方自治体の関係及び地域の各種

防災リーダーの取り組みを支援するため、研究成果としての防災対策実践手法（『手法』）、地域で

実際に行われた防災対策の事例（『実践事例』）、地域防災に取り組む研究者･実践者･実践技術者の

情報を収集･データベース化して、課題の解決に資することが期待される「手法」や「実践事例」

として情報提供する Web サービスを構築することが目的です。 

 そのため、「手法」及び「実践事例」といった「地域防災 Web」に掲載するコンテンツは、主な対

象として想定する地方自治体の防災担当職員、地域の防災リーダーなどの一般の人から見て、わ

かりやすく、読みやすい内容となっていることが重要です。 

 

 
【図－１：「地域防災 Web」トップ画面】 

 

１－２．地域防災 Web の内容構成 

 前出の目的意識に沿って、「地域防災 Web」のコンテンツは、「課題」、「手法」、「実践事例」、「調

査」、「データベース」、「防災知恵袋」など現在、11 種類のコンテンツ項目を用意しています。 

 以下に、図を用いてこれらの「課題」、「手法」、「実践事例」のコンテンツのそれぞれの位置づけ

について説明します。 

 「地域防災 Web」のコンテンツの全体像を簡便に図示したものが次の図－２になります。 
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【図－２：「課題」、「手法」、「実践事例」コンテンツ間の関係】 

 

1-2-1. 課題 

 「課題」は、「地域防災 Web」の想定利用者である基礎自治体の防災担当者が抱えている課題を把

握するため平成 25 年度にアンケート調査を実施し、その結果に基づいて作成したコンテンツで

す。（図－３～図－５参照） 

 

【図－３：防災対策実践に関するコンテンツの種類】 

 

 

【図－４：「課題」の画面構成】 
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【図－５：「課題」コンテンツの具体例】 

 

1-2-2. 手法 

 「手法」は、（１）で示した「課題」コンテンツのそれぞれの課題解決に資する方法論の例として、

防災関連の研究成果を収集し、その要旨を簡潔に要約したものです。（図－６参照） 

 
【図－６：防災対策実践に関するコンテンツの種類 

 

 従って、個々の「手法」コンテンツは、「課題」コンテンツに含まれるいずれかの「課題」と紐付

けられています。 

 「手法」コンテンツの内容詳細については、1-3-1 において詳述します。 

 

1-2-3. 実践事例 

 「実践事例」のコンテンツは、（２）「手法」で紹介した研究成果を実証実験等の形で実践した事

例を紹介してものです。 



6  

 
【図－７：防災対策実践に関するコンテンツの種類 

 

 従って、「実践事例」のコンテンツは、その元となる特定の「手法」のコンテンツ、及び「課題」

のコンテンツと紐付けられています。 

 但し、「実践事例」コンテンツには、「手法」に示された特定の研究成果以外に、地方自治体や地

域の自主防災組織等が独自に試行錯誤して取り組んだ防災関連活動の事例や、実際の災害時の特

徴ある取り組みの事例なども収集しています。 

 そのような事例でも、その「実践事例」が「課題」コンテンツに含まれるいずれかの防災対策上

の課題と紐付けられています。 

 なお、「実践事例」の内容詳細については、1-3-2 において詳述します。 

 

 

１－３．コンテンツ画面の構成と解説 

 コンテンツの登録方法について説明する前に、「「手法」と「実践事例」の内容構成について、以

下に具体的に説明します。 

 

1-3-1. 「手法」コンテンツの画面構成 

 「手法」のコンテンツは、図－８～図－１１に示したような主な内容項目から構成されます。 
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【図－８：「手法」コンテンツの画面構成１】 

 

【図－９「手法」コンテンツの画面構成２】 
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【図－１０：「手法」コンテンツの画面構成３】 

 

【図－１１：「手法」コンテンツの画面構成４】 

 

 下表に、「手法」コンテンツを構成する各項目について書かれるべき概要を整理します。 

 
項目名 概要 

要
約 

手法のタイトル 当該手法コンテンツの表題。 
著者名 コンテンツの主執筆者名。 

要
約 

概要 どういう課題を解決するための手法であるのかがわかるよう、平易な表現で
内容を簡潔に要約。（50 文字前後） 

特徴 当該手法の他にない独自性、新規性などがわかるよう、キーワードなどを含
めて平易な表現で簡潔に要約。（50 文字前後） 

適用条件 当該手法を実施するに当たって、必要となる技術や資源などの制約事項や注
意点があれば平易に簡潔に要約。（50 文字前後） 

 対象 当該手法が、教育・研修・訓練等の人的運用の方法論、ノウハウ等の場合は
「防災活動」を、特定の工学的技術や IT ツールなどの開発に関する場合は「技
術・手法」を選択。 
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概
要 

(1)ＩＤ 事務局側で公開時に付与されるので記入不要。 
(2)手法タイトル 「記載」の「手法のタイトル」と同じ。 
(3)所属課題タイトル 選択画面から、既に公開されている「課題」のどれに対応するかを選択。複数

選択可能。 
(4)抱えている課題 当該手法が解決しようとする課題の具体的内容を箇条書きなどを用いて簡潔

に記載。 
(5)アピールポイント 当該手法の、既存の類似の手法に比べた新規性、独自性を簡潔に記載。 
(6)開発者（担当者） 当該手法の開発に当たった著者以外の主要参加者名を追加。（必要があれば） 
(7)要旨（何を開発し
たのか） 

「記載」の「特徴」で述べた当該手法の新規性、独自性について、箇条書きな
どを用いて、より具体的に解説。 

(8)キーワード 当該手法を検索する際に、検索キーワードとして適切な単語を記入。（複数記
述可） 

(9)手法開発の背景
（なぜ開発したのか） 

当該手法を開発するに至った社会的・歴史的背景や状況、当該手法を活用し
て欲しい対象者のニーズなどについて簡潔に記載。 

(10)期待される効果 当該手法を用いることで、どういう課題に対してどういう効果が期待できる
かを簡潔に記載。 

(11)注意点・利用でき
る条件 

当該手法を用いる際に必要な資源、ノウハウや当該手法の適用対象の範囲、
当該手法の残存課題などを献血に記載。 

１ 

手
法
内
容 

(1) 手法内容 当該手法の具体的内容、開発経緯、実施手順、手法の実施によって得られるア
ウトプット（データや各種指標など）などを箇条書き、図表などを適切に用い
てわかりやすく簡潔に記述。 

２ 

必
須
・
有
用
な
知
識
・
技
術
者
・
法
令 

(1)必須知識 当該手法を実施する際に不可欠な専門的・技術的な知識があれば簡潔に提示。 
(2)有用知識 不可欠ではないが、あれば当該手法の実施に役立つ関連する専門的・技術的

な知識を簡潔に提示。 
(3)必須技術・ツール 当該手法の実施に不可欠な専門技術・ツールがあれば、簡潔に提示。 
(4)有用技術・ツール 不可欠ではないが、あれば当該手法の実施に役立つ関連する専門技術・ツー

ルを簡潔に提示。 
(5)必須データ 当該手法の実施上、不可欠な国・自治体や各種公共機関、専門機関が作成する

データ、資料などがあれば簡潔に提示。 
(6)有用データ 不可欠ではないが、当該手法の実施上、あれば当該手法の実施に役立つ関連

するデータ、資料を簡潔に提示。 
(7)必須人材・人員 当該手法の実施に当たって不可欠な人材、自治体職員、専門家、地域の関係者

などを提示。 
(8)有用人材・人員 当該手法の実施に当たって不可欠ではないが、いると役立つ人材、自治体職

員、専門家、地域の関係者などを提示。 

３ 手法導入手続き 

当該手法を自治体で導入・実施するに当たり、過去の実績などから必要な予
算、実施に当たって必要な資機材等の調達、手法導入の標準的な手順・工程、
これら実施上の注意点などがわかる場合は、それらの要領・要点やポイント
を簡潔に記述。 

４ 

手
法
の
属
性 

(1)企画する主体 当該手法を実施する際の主体を「自治体」、「地域住民」の選択肢から選択（複
数選択可）。 

(2)対象ハザード 当該手法が対象とするハザードの種類を選択肢から選択（複数選択可）。 
(3)リスク対象 当該手法が対象とする想定被災者、被災資産、産業を選択肢から選択（複数選

択可）。 
(4)対象自然環境 当該手法が対象とする想定被災地域の種類を選択肢から選択（複数選択可）。 
(5)対象社会環境 当該手法が想定する地裁地域の種類を選択肢から選択（複数選択可）。 
(6)災害対応局面 当該手法が有効な、災害対応上のフェーズを選択肢から選択（複数選択可）。 
(7)開発地域 当該手法の開発を行った地域、またはモデルとした地域があれば記載。 
(8)関連プロジェク
ト 

当該手法が他の各種プロジェクトの一環、または関連性を持つ場合には、そ
のプロジェクト名を記載。 

(9)関連文献 当該手法の理解、実施に当たって役立つ文献資料があれば、その名称等を記
載。 

(10)関連コンテンツ 地域防災 Web に掲載済みの手法、実践事例のコンテンツで、当該手法に関連

項目名 概要 
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するコンテンツがあればそのタイトルを記載。 
項目名 概要 

 (11)入力者 原則として、著者と同じ。 
(12)メモ 当該コンテンツの利用者に対して、特記事項があれば記載。 

この手法が実践できる実
践技術者・研究者 
(1)実践技術者・研究者 

原則として、著者と同じ。 

【表－１：「手法」コンテンツの項目概要】 

 

1-3-2. 「実践事例」コンテンツの画面構成 

 「実践事例」のコンテンツは、図－１２～図－１４に示したような主な内容項目から構成されま

す。 

 

 
【図－１２：「実践事例」コンテンツの画面構成１】 

 
【図－１３：「実践事例」コンテンツの画面構成２】 
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【図－１４：「実践事例」コンテンツの画面構成３】 

 

 下表－２に、「実践事例」コンテンツを構成する各項目について書かれるべき概要を整理します。 

 
項目名 概要 

 実践事例のタイトル 当該実践事例コンテンツの表題。 
 対象 当該実践事例が、教育・研修・訓練等の人的運用の方法論、ノウハウ等に関す

るものである場合は「防災活動」を、特定の工学的技術や IT ツールなどの開
発に関する場合は「技術・手法」を選択。 

概 
 

要 

(1)ＩＤ 事務局側で公開時に付与されるので記入不要。 
(2)実践事例タイトル 「要約」の「実践事例のタイトル」と同じ。 
(3)所属手法タイトル 当該実践事例が、掲載済みの特定の「手法」コンテンツと紐付けられる場合

は、その「手法」タイトルを「検索」で表示される「手法」一覧の中から選択。
特定の「手法」と紐付かない場合は「手法なし」を選択。 

(4)所属課題タイトル 上で「手法なし」を選択した場合は、当該実践事例が対象とする「課題」タイ
トルを「検索」で表示される「課題」一覧の中から選択（複数選択可）。 

(5)アピールポイント 当該手法の、既存の類似の手法に比べた新規性、独自性を箇条書きなどを使
って簡潔に要約。 

(6)実践者（担当者） 当該事例の実践に当たった著者以外の主要参加者名があれば追加。 
(7)要旨（何を行った
のか） 

当該実践事例で行ったことの要旨を箇条書きなどを使って簡潔に記載。 

(8)キーワード 当該実践事例を検索する際に、検索キーワードとして適切な単語を記入。（複
数記述可） 

(9) 実践背景(なぜ行
ったのか) 

当該実践事例が行われた社会的・歴史的背景や状況、当該実践事例が参考に
なると思われる対象者のニーズなどについて簡潔に記載。 

(10)得られた効果 当該実践事例で、どういう課題に対してどういう効果が得られたかを簡潔に
記載。 

(11)工夫した点  当該実践事例の実施に当たって工夫した点があれば簡潔に記載。 
(12)苦労した点  当該実践事例の実施に当たって苦労した点があれば簡潔に記載。 
(13)注意点・利用でき
る条件 

当該実践事例と同じことを自治体、地域の自主防災組織等で行う場合に注意
すべき点、または実践に当たって不可欠な資源やツール、ノウハウなどがあ
れば関係に記載。 
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項目名 概要 

１ 

実
践
内
容 

(1) 実践内容 当該実践事例の具体的内容、開発経緯、実施手順、手法の実施によって得られ
るアウトプット（データや各種指標など）などを箇条書き、図表などを適切に
用いてわかりやすく簡潔に記述。 

２ 

必
須
・
有
用
な
知
識
・
技
術
者
・
法
令 

(1)使った知識 当該事例を模倣する際に不可欠な専門的・技術的な知識があれば簡潔に提示。 

(2)使った技術・ツ
ール 

当該事例を模倣する際に不可欠な専門技術・ツールがあれば簡潔に提示。 

(3)使ったデータ 当該事例を模倣する際に、不可欠な国・自治体や各種公共機関、専門機関が作
成するデータ、資料などがあれば簡潔に提示。 

(4)関わった人材・
人員 

当該実践事例の実施に当たって中心となって参加した人材、自治体職員、専
門家、地域の関係者などを提示。 

３ 手法導入手続き 

当該実践を自治体で模倣・踏襲して実施するに当たり、過去の実績などから
必要な予算、実施に当たって必要な資機材等の調達、手法導入の標準的な手
順・工程、これら実施上の注意点などがわかる場合は、それらの要領・要点や
ポイントを簡潔に記述。 

４ 

実
践
事
例
の
属
性 

(1)企画する主体 当該実践事例を実施する際の主体を「自治体」、「地域住民」の選択肢から選択
（複数選択可）。 

(2)対象ハザード 当該実践事例が対象とするハザードの種類を選択肢から選択（複数選択可）。 
(3)リスク対象 当該実践事例が対象とする想定被災者、被災資産、産業を選択肢から選択（複

数選択可）。 
(4)対象自然環境 当該実践事例が対象とする想定被災地域の種類を選択肢から選択（複数選択

可）。 
(5)対象社会環境 当該実践事例が想定する地裁地域の種類を選択肢から選択（複数選択可）。 
(6)災害対応局面 当該実践事例が有効な、災害対応上のフェーズを選択肢から選択（複数選択

可）。 
(7)開発地域 当該実践事例の開発を行った地域、またはモデルとした地域があれば記載。 
(8)関連プロジェク
ト 

当該実践事例が他の各種プロジェクトの一環、または関連性を持つ場合には、
そのプロジェクト名を記載。 

(9)関連文献 当該実践事例の理解、実施に当たって役立つ文献資料があれば、その名称等
を記載。 

(10)関連コンテン
ツ 

地域防災 Web に掲載済みの手法、実践事例のコンテンツで、当該手法に関連
するコンテンツがあればそのタイトルを記載。 

(11)入力者 原則として、著者と同じ。 
(12)メモ 当該コンテンツの利用者に対して、特記事項があれば記載。 

【表－２：「実践事例」コンテンツの項目概要】 
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II. 地域防災 Web への登録方法 

 以下では、「手法」、「実践事例」のコンテンツの著作権者である研究者、自治体防災担当者、地域

防災リーダーを「ユーザー」と称します。 

 コンテンツの登録方法については、ユーザーが直接、地域防災 Web に自らのコンテンツを登録す

る場合と、運営事務局が研究論文等の調査に基づいて登録する場合を分けて解説します。 

 

２－１．コンテンツの登録方法（ユーザーによる登録方法） 

2-1-1. コンテンツ登録の種類と作業フロー 

 コンテンツの登録方法は、図－１５に示す通り、ユーザーによる登録と事務局による登録の２種

類があります。ユーザーは「簡易入力画面」でも入力できます。 

 登録画面を用いて、上記の２種類の方法によって仮登録されたコンテンツ原稿は、一旦、事務局

へ承認申請を行います。（簡易入力の原稿は事務局が校正後、通常入力画面から登録します。） 

 ユーザーが登録したコンテンツの原稿は、事務局が校正を行います。（簡易入力された原稿は、事

務局が校正後、通常入力画面から登録します。） 

 校正を経て、事務局がコンテンツ原稿を承認されると、地域防災 Web の画面上に、登録されたコ

ンテンツとして公開されます。 

 

【図－１５：コンテンツ登録の種類と作業フロー】 
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 ユーザーによる登録には、実践事例について簡便に登録できるように用意した「簡易入力画面」

による登録方法（但し、「実践事例」のみ登録が可能）と、「手法」、「実践事例」など全てのコンテ

ンツを登録できる通常入力画面の二種類を用意しています。 

 それぞれを使ったコンテンツの登録方法を、以下に順次、解説します。 

 

2-1-2. 簡易入力画面による登録の方法 

 「実践事例」の登録に当たっては、下の図－１６～図－１７に図示した「実践事例簡易登録」の

手順に従い、ユーザー登録なしに、実践事例のコンテンツ登録ができます。 

 
【図－１６：「実践事例簡易登録」手順１】 

 

【図－１７：「実践事例簡易登録」手順２】 
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2-1-3. 通常入力画面による登録の方法 

 

 （１）ユーザー登録 

 通常の詳細入力画面を使ってコンテンツを登録するには、先ず下の図－１８に示したユーザー登

録手順に従い、ユーザー登録が必要です。 

 登録後、１週間から１０日程度で、ログイン ID とパスワードがメールで通知されます。 

 
【図－１８：「ユーザー登録」手順】 
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 （２）詳細入力画面からのコンテンツ登録の手順 

 ユーザー登録が完了し、「ログイン ID」と「パスワード」が付与されたら、「地域防災 Web」のト

ップ画面右上の「ログイン」をクリックして、下の図－１９に図示した手順で、「手法」、「実践事

例」の詳細入力画面へ進んでコンテンツ登録を行います。 

 
【図－１９：ユーザー・ログイン及び詳細入力手順】 

 

 （３）「手法」コンテンツの登録要領 
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 「手法」コンテンツの登録は、ユーザー・ログイン後、ユーザーのトップ画面の右側に表示され

る「コンテンツを登録する」をクリックして、コンテンツの種類を選ぶメニューを表示し、「手法」

を選びます。 

 

 

【図－２０：登録するコンテンツ種類の選択】 

 

 選んだコンテンツに応じた詳細入力画面に画面が自動的に切り替わります。 

 詳細入力の各項目については 2-1-1 で示した趣旨に沿ってそれぞれ入力します。 

 「手法」コンテンツは、既に登録されている「課題」コンテンツのいずれかの防災対策上の「課

題」への対応関係が必要（複数選択可）ですので、「(3) 所属課題タイトル」の欄で「検索」ボタ

ンをクリックすると表示される「課題」一覧から、該当する「課題」を選びます。 

 

【図－２１：「手法」の詳細入力画面の基本操作】 

 

 各欄の四角い空欄はテキストを直接入力することも、WORD や EXCEL、POWER POINT のフ

ァイルからコピー・ペースとして文章を入力すできます。 

 但し、「詳細」の「1. 手法内容／(1) 手法内容」などの欄に図を貼り込みたい場合には、図のファ

イルを別途、「ファイル倉庫」にアップロードし、アップロード済みのファイルの中から特定の箇
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所に貼り込みたい図のファイルを選択するという手順を踏む必要があります。 

 下の図－２２に図示した例に倣って、先ず画像ファイルをアップロードします。 

 

【図－２２：図等のファイルのアップロード手順】 

 

 図のファイルがファイル倉庫にアップロードできたら、文中にその図を貼り込みたい場所で上記

と同じ手順でファイル倉庫ウィンドーを呼び出すと、アップロード済みのファイル一覧が表示さ

れますので、その中から貼り込みたい図のファイルを選び、図－２３に図示した要領でそのファ

イルを文中にロードすると図の貼り込みができます。 
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【図－２３：図等のファイルの貼り込み手順】 

 

 なお、「手法」の項目の中では、冒頭の「要約」の(1)「要約文」の３つの項目が、コンテンツ全体

の見出しとなるため、以下の点に留意してご記入します。 

 「概要」、「特徴」、「適用条件」は、それぞれ 50 文字程度を目安として文章化する 

 極力、難しい専門用語の使用を避ける 

 文体は平易な言い回しとし、「です・ます」調の語尾を用いる 

 

【図－２４：手法コンテンツの「要約」事例】 

 

 （４）「実践事例」コンテンツの登録要領 

 「実践事例」のコンテンツは、特定の「手法」コンテンツと紐付くことを基本としているため、

詳細入力に当たっては、「概要」の「(3)所属手法タイトル」の欄で、対応する登録済みの「手法」

を選択画面から選んでください。（図－２５参照） 
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【図－２５：対応する「手法」コンテンツの選択手順】 

 

 対応する「手法」がなく、「実践事例」単独でのコンテンツ登録の場合には、「手法なし」のボタン

をクリックして選択します。 

 対応する「手法」がない場合には、代わりに「手法」コンテンツと同様に、対応すると思われる

「課題」を P.17 の図－２２に示したのと同じ要領で選択します。（図－２６参照） 

 
【図－２６：対応する「課題」の選択手順】 

 

 その他のコンテンツ登録要領は、（３）「手法」コンテンツの場合と同様です。 

 但し、「実践事例」コンテンツの画面には、「手法」の「要約」の欄はありません。 

 

 （５）入力済みコンテンツの「申請」 

 登録画面の記入が終わりましたら、コンテンツの申請手続きが必要になります。登録されたコン

テンツは公開される前に、事務局で内容を確認し、承認しないと地域防災 Web の公開コンテンツ

としては公開できません。（「手法」、「実践事例」ともに共通。） 
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 コンテンツ入力画面の入力が終わりましたら、画面最下部の「確認する」のボタンをクリックす

ると、入力した内容が地域防災 Web の公開用コンテンツ画面の形式で表示されますので、内容を

再確認します。（「手法」、「実践事例」の種類にかかわらず同じ手続き）（図－２７参照） 

 

【図－２７：画面入力後の処理】 

 

 なお、事務局への申請手続きを進めず、入力内容を一旦保存しておきたい場合は「下書き保存」

のボタンをクリックしてサーバーに入力内容を保存しておけば、後で再度、登録画面を呼び出し

て編集できます。 

 入力した内容に問題なければ、図－２８に示すように画面最下部の「申請する」ボタンをクリッ

クすると、入力内容の承認申請が事務局に出されます。 

 

【図－２８：入力済みコンテンツの承認申請】 

 

 事務局で登録したコンテンツが承認されると、地域防災 Web の公開コンテンツの画面に表示され

るようになります。 

 登録内容について、事務局側で修正が必要と判断した場合には、登録者にコンテンツが「差し戻

し処理」されます。 

 図－２９に示した承認申請後の登録したコンテンツの状態を確認するには、ユーザー・ログイン

した画面の左側に各種メニューが表示されますので、その一番下、「事務局からのお知らせ」の上

にある「登録したコンテンツの管理」のボタンをクリックすると、登録した各種コンテンツの一

覧を見ることができます。（図－２９参照） 

 一時保存した画面もこちらに表示されますので、入力を続ける場合はこちらから保存済みのコン

テンツの登録画面を開いて編集して下さい。 
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【図－２９：入力済みコンテンツの承認申請】 

 

 

２－２．事務局による調査に基づく登録の方法（事務局入力者のみ） 

 

2-2-1. 既存の学術論文を元にしたコンテンツ作成作業の概要 

 コンテンツ作成作業とは、具体的にコンテンツ化の対象として選定された防災関連の学術論文に

ついて、「地域防災 Web」の主な対象者である地方自治体の防災担当職員、地域の防災リーダーに

その概要･趣旨をわかりやすく説明することであります。 

 コンテンツ作成作業に当たっては、「通常入力画面」（p.15～参照）の各項目欄に、元の論文から該

当する箇所の文章を抽出し、記入します。 

 ただし、論文から原文のまま書き写すだけでなく、読者である地方自治体の防災担当職員や地域

の防災リーダーの人にもわかりやすいよう専門用語や言葉遣い、言い回しなどを適宜、修正・補

筆などすることが必要です。（詳細については後述。） 

 

2-2-2. 対象論文のコンテンツ化に当たっての基本方針 

 元の学術論文をコンテンツ化する際には、以下の点を基本方針として留意する必要があります。 

 

① コンテンツは、主たる読者層である地方自治体の防災担当職員、地域の防災リーダーなどから見て、

原論文の趣旨や要点が理解できるよう、極力、専門用語などを避けて、わかりやすい平易な言葉づか

いを心がけること。特に、「手法」の「要約」（３文要約）、「概要」の欄内の項目の書き方には注意を払っ

て作成する。 

② 「手法」の「手法内容」や「実践事例」の「実践内容」は、文字の羅列だけでは興味を持ちにくいので、原

論文にある図や表を積極的に引用し、視覚的にも原論文の内容がわかりやすくなるよう配慮する。 

③ 図－２のコンテンツ間の関係図に示したように、「手法」はどういう「課題」をどのような方法で解決しよう

としているのか、「実践事例」は「手法」の有効性･実効性が実証･検証できたのかどうか、が読者に伝わ

ることを意識して、文章を作成する。 

 

2-2-3. 学術論文の標準的な見方 

 対象論文からのコンテンツ化作業を進めるに当たっては、論文の構成形式を知っておくと、コン

テンツ入力画面に入力していく際に、効率的に目的となる文章、文節を捜しやすくなります。 

 防災関係の論文が多く掲載される土木学会論文集でよく見られる標準的な論文の内容構成（図－
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３０参照）を参考に、特に重要な項目についてその要点をまとめます。（表－３参照） 

 

 

【図－３０：標準的な学術論文の構成イメージ】 

 

要約（abstract）  当該論文で解説する「手法」を研究するに至った社会的背景・状況、 

 この「手法」を用いて「何を解決・改善しよう」としているかという著者

の目的意識、 

 この「手法」の独自性、新規性（オリジナリティ）などを示す特徴やキー

ワード、などが手短に述べられている。 
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「はじめに」  この研究に着手するに至った社会的な背景、近年注目されている社会問

題、法律の改正等政府の動向などが詳細に書かれている。 

 上記の社会的背景を受けて、本研究で開発した手法や方法論が、具体的に

何の問題･課題の解決を目的としているかが、パラグラフの最後にまとめ

られている。 

「手法」の説明  この研究で開発した「手法」が、どういう考え方や理論、先行研究などを

踏まえて構想されたものか、 

 シミュレーター等のコンピューター･プログラムなどを用いる場合はどう

いうモデルや既存のツール、データを活用しているか、 

 先行する研究（同著者のものも含む）に対して、どういう改善や修正が加

えられているか、 

 「手法」の実施手順として、何をどういう順番で進めていくか、 

等の「手法」の要件が、文節ごとにまとめられて、タイトルが付けられて

いることが多い。 

「検証実験」の概説  上の「手法」の有効性、実効性を実際に検証するために、どこかの地域で

実践した事例が説明されている。 

 どこの場所で、誰が参加して、どういうツール（コンピューター･プログ

ラム等）やデータを用いて行ったかが、順を追って記述されている。特

に、シミュレーター等のコンピューター･プログラムを使った場合にはそ

の画面などの図版が掲載されている。 

 実験過程の中で参加者へのアンケート調査等を行っている場合は、その集

計結果等が表やグラフで示されている。 

「検証実験」のまとめ  検証実験の結果がどうであったか、「手法」の開発目的がどれだけ達成、

または実現できたのかについて、著者による評価や実験参加者の意見･感

想などの形で記述されている。 

 当初の目標に対して十分に実現できなかった点や、実験の過程で新たに発

見された問題点･課題、参加者による意見･要望などが終盤に箇条書きなど

の形でまとめられていることが多い。 

「おわりに」  実験結果を踏まえて、この「手法」が当初の目的をどれだけ達成できたの

か、従来の研究と比べてどのように異なる成果を挙げることができたの

か、今後の改善点や残された課題は何であるのかなどが、論文の結論とし

てまとめられている。 

【表－３：標準的な構成の論文でコンテンツ化作業に重要な箇所の特徴】 

 

2-2-4. 実例によるコンテンツ化作業の解説 

 以下では、対象論文のコンテンツ化作業を、「通常入力画面」の構成に即して、各項目欄の説明と、

実際の記入事例を平行して解説します。 

 事例としては、「地域での防災活動を企画実行できる防災リーダーの養成講習プログラム（手法(防

災活動)00001121）」の「手法」コンテンツの作成事例を用います。 

（注）論文コンテンツ入力画面の見本は「添付資料１」を参照のこと。 
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（注）原論文の PDF は「添付資料２」を参照。 

（注）「地域防災 Web」の該当ページの見本は「添付資料３」を参照。 

 

 事例１：「地域での防災活動を企画実行できる防災リーダーの養成講習プログラム」 

 以下では、上記の対象論文を元に、「手法」のコンテンツの作成手順を、図－３１に示した「通常

入力画面」の項目に即して記入した事例を示しながら、どの項目に原論文のどういう部分を踏ま

えて、適宜、要約文を入力していくかについて順次、具体的に示します。 

 

 
【図－３１：「手法」の通常入力画面】 

 

【注記】 

 各項目の入力は、原論文の該当する箇所の文章を踏まえて、必要に応じて適宜修正し、なるべ

く簡潔な文章として入力する。原文のまま引用できる場合は、引用した文章を入力する。 
 但し、後述する「手法」、「実践事例」の「属性」の（１）～（６）の項目は画面に示されてい

る範例から該当するものを全て選んで記入する（複数選択）。 
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 論文コンテンツ入力画面の各項目欄に記入する際の作業手順・内容を図－３２に示します。 

 なお、各項目欄に記入後はその右横のセルに、原論文の引用箇所のページ番号、行番号を記載す

ること。これは後ほど、防災科学技術研究所の関係者が文案をチャックする際に、原文と照合し

てその是非や修正の要不要を判断するために必要です。 

 

 

【図－３２：論文コンテンツ化入力の基本的な作業手順】 

 

 次ページ以降では、「添付資料２：原論文見本「仙台市地域防災リーダーの養成プログラムの開発」

の論文を「手法」、「実践事例」のコンテンツに作成した例を取り上げて、コンテンツ作成の要領

について解説します。 
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2-2-5．「手法」コンテンツの作成についての解説 

 以下の表では、「項目名」に記された入力項目名を、「項目の説明」の列に各項目欄の意味･趣旨を、「記入事例」の列に最終的に「地域防災 Web」の画

面に採用されている文章を、「引用した原文」の列に「記入事例」で採用した文例が、原論文のどの部分を踏まえて作成されたものであるのかについ

て、表の下に掲載した原論文の部分的写しと併せて提示します。 

 なお、図－３３に示した原論文は、『添付資料２：原論文見本「仙台市地域防災リーダーの養成プログラムの開発」』です。 

 

 
【図－３３：原論文見本（１）】 
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項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

対象者（企画す

る主体に相当） 

右の２種類の対象者から該当するものを

選択する 

自治体、住民  

要約文（手法の

概要；一文） 

対象論文で解説されている課題解決のた

めの手法を、原論文中の記述を踏まえ、

一文で言い表せるよう工夫 

平時から地域での防災活動を企画実行している人材を育成する

ための防災人材養成プログラムです。 

注）図-３４にも示した「要約」部分の記述

を踏まえて作文。（図-３４参照） 

要約文（手法の

特長；一文） 

類似分野の他の手法と比べて、本論文に

記載されている手法の特徴、独自性を言

い表す表現を原文から探索して参照する 

個人の防災知識の向上ではなく、受講者が身につけた知識や技

能が地域活動で生かされるようなカリキュラム構成になっていま

す。 

注）図－３５に示した原文中２箇所の記

述を踏まえて作文。 

要約文（手法の

適用条件；一文） 

本論文記載の手法を、自治体等で採用し

ようと考えた場合、その適否を判断する上

で考慮すべき事柄があれば、該当する表

記を踏まえて記述 

募集の際は知識教養プログラムではなく、地域活動リーダーを育

成するプログラムであることを十分に告知する必要があります。 

注）図-３６に示した原文の記述を踏まえ

て文章化。 

【表－４：「手法」コンテンツ作成事例２：概要】 

 

 

【図－３４：原論文見本（２）】（※図－の「要約」と同一箇所） 

 

 

【図－３５：原論文見本（３）】 

 

【図－３６：原論文見本（４）】（※図－３６の上段と同一箇所） 
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項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

手法タイトル 論文から抜き出した手法に相応しいタイト

ルを設定し、入力 

地域での防災活動を企画実行できる防災リーダーの養成講習プ

ログラム 

注）図－３３：論文タイトルを踏まえて設

定。 

抱えている課題 この手法を使うことで解決される課題や悩

みの例をいくつか記入する 

・町内会や自治会の会長が自主防災会の会長を兼務していること

が多い 

・平常時から地域で活動する防災人材が少ない 

・地域の特性を理解して、自分の地域に必要な活動をみずから企

画していける人材が少ない 

注）図-３７で網掛けした箇所から部分的

に文章を引用して編集して記入。 

アピールポイン

ト 

手法として最も伝えたい点を記入する 災害時だけでなく平常時から、自分の住んでいる地域の特性を理

解した上で、必要な防災活動を行っていけるような人材を養成す

るためのプログラムです。 

注）同様に、図-３７で網掛けした箇所か

ら部分的に引用して編集して記入。 

要旨（何を開発

したのか） 

本論文の研究は、要約すると「何をする」

手法･方法論を新たに開発したのかを、簡

潔に要約する 

災害時だけでなく平常時から地域に根ざした防災活動を推進する

実践力のある人材を必要とするニーズに応えるため、地域に根ざ

した活動を推進する「地域防災リーダー養成プログラム」を開発し

た。さらに本プログラムのなかで修得する地域防災力を評価する

手法（チェックシート）を開発した。 

注）図-３８に網掛けした２箇所を参照し

て、適宜、文章を編集して記入。 

キーワード 基本的には、論文の「キーワード」欄に記

載されている単語を引用 

防災リーダー,養成プログラム,自主防災組織,地域防災力,地域防

災リーダー,地域防災力診断チェックシート 

注）図-３４３して記入。 

【表－５：「手法」コンテンツ作成事例３：概要（手法に関する資料）】 

 

 

【図－３７：原論文見本（５）】 

 

 

【図－３８：原論文見本（６）】 
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項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

手法開発の背景

（なぜ開発した

のか） 

手法は何故開発されたのか、開発された

社会的背景、ニーズ等を記入 

・自主防災組織の活動を推進する「防災リーダー」等の養成プログ

ラムは数多くあるが、受講者が得た知識を地域で生かす機会がな

い場合や個人的な関心で受講している場合、地域防災力の高度

化への貢献度は低く、個人の知的財産に留まってしまうため。 

・地域ごとに大きく異なる自然のハザードや脆弱性の違いによるリ

スクの格差に応じて、その地域にとって必要な自主防災活動は異

なるため 

注）図-３９で網掛けした箇所から部分的

に文章を引用して編集して記入。 

期待される効果 手法導入で期待される具体的な直接的、

間接的効果を具体的に記入 

・災害時だけでなく平常時からおこなう地域に根ざした防災活動

が行われるようになる 

・「地域防災力診断チェックシート」を用いた地域防災力の診断に

よって、地域防災リーダーが自主防災組織活動の推進者の 1 人

として、定期的な地域防災力の再診断や地区防災計画の立案、

見直しなど、地域に根ざした多用な活動に貢献することが期待さ

れる 

注）図-４０で網掛けした箇所から部分的

に文章を引用して編集して記入。 

注意点・利用で

きる条件 

手法導入にあたっての注意点、及び利用

できる条件を記入 

プログラムの目的が「実際の地域で活動していける人材を育成す

ること」であるため、募集の際は知識教養プログラムではなく、地域

での活動を希望する意志があることを確認することが重要。 

注）「防災担当者が抱えている課題」や

「期待される効果」の項目との整合性か

ら文章を編集して記入。 

【表－６：「手法」コンテンツ作成事例４：概要（手法に関する資料つづき）】 

 

 
【図－３９：原論文見本（６）】 

 

 

【図－４０：原論文見本（７）】 
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項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

手法内容 手法を実施するにあたって最低限必要な

ステップをフロー図（あるいは構成図）とと

もに提示 

 

※なお、入力画面上では、図の引用につ

いては、「どのページのどの図･表を引用

するか」を、記入文案の直下に明記。併せ

て、原図・表の縮小したキャプチャー画像

の見本などを掲載しておくことが望ましい 

１．「地域防災リーダー」養成プログラム 

「平常時から自主防災隊長を補佐し、地域に根差した自主防災活

動を推進する実践力のある人材」を必要とするニーズに応えるた

め、「地域に根差した活動」をポイントとした「地域防災リーダー」養

成プログラムを開発。 

 

本プログラムは、①旧地形図やハザードマップを活用して自分の

住んでいる地域の特性を理解する、②地域防災力の診断方法を

理解し、自分が所属する自主防災組織に適用する、③市町村が

実施している自主防災活動への支援事業を紹介する、④今後の

活動に向けての決意表面など、自主防災活動を地域で実践する

ことを意識した養成プログラムである。 

【原論文 p.478 の表５を引用】 

 

２．地域防災力の評価手法の開発 

地域防災力を評価するために、自主防災活動がもつ潜在的な災

害対応力を、地域防災力を発揮するための４要素（防災知識、防

災技能、防災資源、防災組織）の設問に答え 100 点満点で評価

する「地域防災力診断チェックシート」を開発。 

地域防災リーダーがこの評価手法を上記プログラムで修得するこ

とにより、自主防災活動の推進者の一人として、定期的な地域防

災力の再診断や地区防災計画の立案、見直しなどの判断材料と

することができる。 

【原論文 p.481 の「地域防災力評価チェックシート」の図を引用】 

 

注）原論文 p.472 の 24 行目以下、「3.2 

養成プログラムの開発と講習会の開催

概要」の内容（図-４１参照）、及び p.478

の表５の養成プログラムの内容構成か

ら、適宜、文章を引用して作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）図-４２で網掛けした箇所から部分的

に文章を引用して編集して記入。 

【表－７：「手法」コンテンツ作成事例５：詳細（手法に関する資料つづき）】 

 

 

【図－４１：原論文見本（８）】 

 

 

【図－４２：原論文見本（９）】 
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 なお、上記の「手法の内容」の箇所について、図－４３に Web 画面の見本を示します。 

 
【図－４３：「手法の内容」部分の Web 画面見本】 
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 「必須・有用な知識・技術者・法令」の各項目については、必ずしも論文中に引用可能な文章があるとは限りません。 

 特に「必須＊＊」の項目については、この手法の実践上、必要不可欠と思われる「知識」、「技術･ツール」、「データ」、「人材･人員」を示すので、論文

の内容を吟味して、極力、記入します。 

 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

必須知識 手法を実施するにあたっての「必須知識

＝なくてはならない知識」を記入 

  

有用知識 手法を実施するにあたっての「有用知識

＝もっているとよい知識」を記入 

  

必須技術・ 

ツール 

手法を実施するにあたっての「必須技術･

ツール＝なくてはならない技術･ツール」

を記入 

  

有用技術・ 

ツール 

手法を実施するにあたっての「有用技術･

ツール＝もっているとよい技術」を記入 

  

必須データ 手法を実施するにあたっての「必須デー

タ＝無くてはならないデータ」を記入 

旧地形図、ハザードマップ、地域特性データ（自然環境、社会環

境） 

 

有用データ 手法を実施するにあたっての「有用デー

タ＝あるとよいデータ」を記入 

  

必須人材・人員 手法を実施するにあたっての「必須人材･

人員＝いなくてはならない人材･人員」を

記入 

地域での具体的な活動を希望する受講者  

有用人材・人員 手法を実施するにあたっての「有用人材･

人員＝いるとよい人材･人員」を記入 

大学の有識者、消防団、婦人防火クラブ、防災活動を事業に含む

NPO 法人、日本赤十字社 

 

関連法令 本手法が、何からの法令、制令、政府が

策定した指針等と関連性が高い場合には

その該当する法令･制令、指針等を記入 

  

【表－８：「手法」コンテンツ作成事例６：必須・有用な知識・技術者・法令】 

 

 「手法導入手続き」の内容については、多くの場合、該当するような具体的な記述は論文中には見られないことが多くあります。 

 「必要期間」や「国や都道府県の方針」などは、該当する記述がある場合があるので、その際には当該箇所を引用して記入してください。 

 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

①予算要求書の策定 

必要コスト 手法を導入･実施するために必要な導入

段階でのコスト、運用時のコストを記入 

（導入時点がいつなのかを【平成 29 年度

現在】のように表記） 

開催会場費、資料作成費、講師謝礼  

必要期間 手法を導入･実施するために要する期

間、可能ならそれぞれの段階でどれ位の

期間がかかるかを記入 

講習プログラム（2 日） 注）論文中の p.478 の表 5 の内容を踏ま

えて記入。 

国や都道府県の

方針 

災害債学基本法の改定（地区防災計画

の策定）など、国や当道府県の関連する

方針があれば記入 

  

注意点 本手法の予算要求書策定にあたっての

注意点があれば記入 

  

②仕様書の作成・調達手続き（技術・システムのみ） 

調達内容 本手法を導入するにあたって必要な調達

物（内容）について記入 

  

注意点 調達にあたって注意すべき点を記入   

④ 導入確定及び導入準備（技術・システムのみ） 

導入確定から導

入までの標準的

な手順と工程表 

導入過程に関わる事項と手順を記入   

注意点 導入確定から導入までの注意点があれば

記入 

  

⑤ 導入及び定着（技術・システムのみ） 

ステップ 

（工程表） 

導入及び定着に必要なステップ（工程表）

を記入 

  

今後の課題と 

その対応計画 

手法についての今後の課題と対応計画を

記述 

  

注意点 導入して地域Ⅱ定着するまでの注意点が

あれば記入 

  

【表－９：「手法」コンテンツ作成事例７：手法導入手続き】 
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 「手法の属性」の部分は、「地域防災 Web」の画面では、「リスク対象」から「災害対応局面」の項目までは、例示された凡例のうち該当するものに印

が付けられる形式となるため、入力画面上では、該当する凡例を選んで表記します。その際、項目の選択は複数選択（当てはまるものは全て選択する）

となることに注意が必要です。 

 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

企画する主体 本手法が被害を受ける主体と想定してい

ると思われる対象を「自治体 」、「地域の

防災リーダー」から当てはまるものすべて

を選択 

「自治体 」、「地域の防災リーダー」  

対象ハザード 右地震  液状化  津波  火山  洪水  

内水  高潮  土砂  豪雪  その他の 10

種の災害種別から、該当するものを記入 

地震  液状化  津波  火山  洪水  内水  高潮  土砂  豪雪  

その他 

 

リスク対象 右のＡ、Ｂ、Ｃの３群の対象項目から、該

当するものを記入 

Ａ：人間群） 人間、災害時要援護者 

Ｂ：建造物・インフラ群） 資産・財産、インフラ、公的構造物、公共

機関、福祉施設 

Ｃ：産業群） 農業・漁業・畜産 

 

対象自然環境 本手法が対象としている地域の自然条件

として、「沿岸地域」、「埋立て・干拓地」、

「河川・湖沼・ため池」、「平野部」、「丘陵

地・台地」、「山地」、「火山地域 多雪地

域」から当てはまるものすべてを選択 

「沿岸地域」、「埋立て・干拓地」、「河川・湖沼・ため池」、「平野

部」、「丘陵地・台地」、「山地」、「火山地域 多雪地域」 

 

対象社会環境 本手法が対象としている地域の条件を

「市街地」、「住宅地」、「工業地域」、「農

村地域」、「漁村地域」から当てはまるもの

すべてを選択 

「市街地」、「住宅地」、「工業地域」、「農村地域」、「漁村地域」  

災害対応局面 本手法の内容が、災害対応の段階として

「事前」、「応急」、「復旧・復興」から当て

はまるものすべてを選択 

「事前」  

開発地域 本手法の検証実験、実証実験が行われ

た都道府県･市町村名をすべて表記 

宮城県  仙台市青葉区 

仙台市宮城野区 

仙台市若林区 

仙台市太白区 

仙台市泉区 

 

関連 

プロジェクト 

本手法の開発と関係する、他の研究プロ

ジェクトがあれば、その名称、実施時期な

どを表記 

地域防災リーダー養成プログラムに関する検討委員会  

関連文献 本論文中に記載された参考文献を踏ま

え、本研究･本手法の理解に役立つと思

われる他の文献があれば記載 

文献名の頭に 1)、2)と番号を付記 

1)佐藤健・増田聡・柴山明寛(2015):仙台市地域防災リーダーの養

成プログラムの開発.日本地震工学会論文集（Ｗｅｂ）,No.７,７．４７

４‐７．４８４ （Ｊ‐ＳＴＡＧＥ） 

 

関連コンテンツ 「地域防災 Web」内の他の「手法」、「実践

事例」で、本手法と関連性の高いものがあ

ればそのタイトルを表記 

  

メモ 読者に対して、注意事項･特記事項等が

あれば記入 

  

【表－１０：「手法」コンテンツ作成事例８：手法の属性】 

 

 以上の要領で作成されたコンテンツ化原稿に基づいて作成された Web 画面が、『添付資料３：「地域防災 Web」画面見本 「手法」』の「地域での防災

活動を企画実行できる防災リーダーの養成講習プログラム」の「手法」の画面です。 
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2-2-6．「実践事例」コンテンツの作成についての解説 

 次に、上の「手法」のコンテンツと同じ原論文から作成した、「実践事例」の作成例を以下に示します。 

 なお、この「実践事例」のコンテンツは、「手法」で紹介したのと同じ『添付資料２：原論文見本「仙台市地域防災リーダーの養成プログラムの開発」』

の論文から作成したものであり、前出の「手法」を実践したのが、この「実践事例」の内容となっている点に注意が必要です。 

 冒頭の基礎情報の項目では、「事例タイトル」が、元が同じ論文であっても「手法タイトル」とは異なることに注意が必要です。 

 「概要」の項目も、項目名は「手法」の入力画面と同じであるが、こちらは「どこかの」、「だれか」が実際に行った「事例」をまとめた内容であるこ

とから、「手法」の内容とは基本的には変更して記入すべきことに注意が必要です。 

 第一に、既に「実践」されている事例であることから、表記は原則として「過去形」になります。 

 また、「課題」はそれを実践した特定の誰かの「課題」なので「手法」のように一般論で記述する場合とは内容が異なる場合があります。 

 「アピールポイント」や「要旨」の内容についても、同様に「手法」の該当欄の内容とは区別して考える必要があります。 

 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

実践事例 

タイトル 

「手法」ではなく「実践事例」であることに

配慮して、事例に相応しい名称を考案 

仙台市における地域防災リーダー養成プログラムの実施と地域防

災力の変遷評価 

注）「手法」のタイトルを踏まえつつ、「実

践事例」に相応しく変更 

実践者（担当者）    

防災担当者が抱

え て い る 課 題 

→防災上の課題 

この実践によって解決される課題や悩み

の例をいくつか記入する 

  

アピール 

ポイント 

この実践について最も伝えたい点を記入

する 

身に着けた知識と技能を、災害時だけでなく平常時から地域に根

差した防災活動に生かすことができる人材の育成を目指した「地

域防災リーダー」の養成プログラムを開発・実施した 

注）ここは直接引用するのに適当な文章

がないため、文脈から読み取って、図－

４５に示した「手法」の要旨の部分を適

宜、引用して文章化する。 

要旨（何を開発

したのか） 

この実践事例では、要約すると「何をした」

のかを、簡潔に要約する 

自主防災活動の活性化と従来の防災リーダー養成のあり方の双

方の問題解決に向けた養成プログラムを開発したうえで、仙台市

内における自主防災組織の地域防災力の変遷を評価した 

注）ここも文脈から読み解いて、実践した

プログラムの骨子がリーダー養成プログ

ラムと「地域防災力診断チェックシート」

の開発・調査であることから、図－４５及

び４６（p.482）の箇所を参考に文章化す

る。 

キーワード 基本的には、論文の「キーワード」欄に記

載されている単語を引用 

  

【表－１１：「実践事例」コンテンツ作成事例３：概要（手法に関する資料）】 

 

 

【図－４４：原論文見本（１０）】         【図－４５：原論文見本（１１）】 
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 「実践の背景」に関しては、「手法」の場合の「手法開発の背景」に対して、この例のように、実践が行われた仙台市の地域的な固有の背景や事情が

原論文で書かれている場合には、全国的な背景とは明確に違いがわかるよう記入内容を作成します。 

 但し、全ての論文において、「手法」と「実践」の背景の違いが明確に書かれているとは限らないので、ケース・バイ・ケースで「手法」と「実践」の

場合の「背景」の記入は工夫する必要がある点に注意が必要です。 

 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

実践背景 (なぜ

４６たのか) 

この実践が行われた社会的背景などがわ

かるよう要点を記入 

・阪神・淡路大震災の経験と教訓から、町内会や自治会といった

地域コミュニティを基盤とした自主防災組織の重要性の認識が高

まり、組織率の向上が図られてきたが、結成された自主防災組織

が形式的な状況に留まる場合、組織の活性化が課題となるため 

・自主防災組織の活動を推進する「防災リーダー」等の養成も強

化されており、主催者、講習内容ともに多様な取り組みがおこなわ

れているが、受講者が得た知識を地域で生かす機会がない場合

や個人的な関心で受講している場合、地域防災力の高度化への

貢献度は低く、個人の知的財産に留まってしまうため 

・仙台市においては東日本大震災発生直後から防災リーダーとし

て期待されていた役割を果たすことができる実践力のある人材が

不足したことや、より高度な対応が震災時に求められたため 

・日本防災士機構の講習テキストに基づいた防災リーダー養成プ

ログラムは、自主防災活動の普遍的な内容の習得を中心とし、修

得したことの還元性を特に限定しないものであるため 

・仙台市教育委員会は 2012 年から「新たな学校防災教育推進協

議会」を設置しており、学校防災と地域防災の連携強化が進んで

きている状況から、その繋ぎ手役としての仙台市地域防災リーダ

ーに対する期待が高まっていると言えるため 

・地域ごとに大きく異なる自然のハザードや脆弱性の違いによるリ

スクの格差に応じて、その地域にとって計画的に推進すべき発災

時のみならず平常時からの自主防災活動は異なるため 

注）図－４６に示した、原論文の p.474～

475 にかけての「はじめに」の一部、

p.476 の 7～9 行目に掛けての部分、な

ど、複数の箇所から引用。 

【表－１２：「実践事例」コンテンツ作成事例３：概要（手法に関する資料）つづき】 

 

 

【図－４６：原論文見本（１２）】 

 

  



37  

 「背景」の場合と同様、この例では「実践」が行われた仙台市固有の効果が書かれている箇所を捜して、あくまでも本「実践事例」において得られた

効果がわかるように記入内容は工夫が必要です。 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

得られた効果 この実践の結果、効果を端的に現してい

る部分（定量的データ、調査結果等）を抽

出・要約して記入 

東日本大震災時の自主防災活動に関する調査で明らかになっ

た、必要とされている地域に根ざした防災リーダー像に対応しうる

「仙台市地域防災リーダー」の養成プログラムを開発、実施した。

東日本前後で仙台市内の地域防災力の変遷を調査したところ全

体としてスコアが向上していることが確認された 

注）図－４７に示した、原論文の p.482 の

14～17 行目に掛けての部分を踏まえて

文章を作成。 

 

 

【図－４７：原論文見本（１３）】 

 

 「工夫した点」は、対応する「手法」を実際に行った主体や地域の固有の事情、問題・課題、制約条件に合わせて効果的な結果を生むために行った特

記すべき点が書かれていれば、その部分を抽出して記入してください。 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

工夫した点 この実践を行う上で、（類似のやり方などと

比べて）目的や効果を配慮しての工夫な

どがあれば、該当する箇所を記入 

・旧地形図やハザードマップの活用、地域防災力の診断方法、各

種支援事業の紹介など、随所に地域性を意識した養成プログラム

となっていること 

・自主防災活動の普遍的な内容の習得を中心とし、修得したこと

の還元性を特に限定しない日本防災士機構の講習テキストに基

づいた養成プログラムと異なり、自らの地域の課題を整理し、今後

の活動に向けた意思決定とともに還元先が明確となっていること 

・当初は受講者を町内会や自治会からの推薦形式としたが、要望

の高さから 2013 年から 2 割程度の公募枠を設けたこと 

・プログラム受講修了者の活動報告状況を分析することで、バック

アップ講習や修了者相互の情報交流の場を設ける必要があること

に言及した 

注）図－４８に示した、原論文の p.477、

p.479 の記述を踏まえて作成。 

苦労した点    

 

 
【図－４８：原論文見本（１４）】 
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 「注意点・利用できる条件」は、このコンテンツを読んだ他の主体（地方自治体、地域の防災リーダー等）や地域で模倣しようとする場合に、この実

践事例が成立・成功した固有の実施条件、制約等が書かれていれば、その部分を抽出して記入します。 

 

項目名 項目の説明 記入事例 引用した原文 

注意点・利用で

きる条件 

この実戦事例に倣って他の自治体等で行

おうとする場合に、制約条件となるような

点、注意すべき事項等があれば、該当す

る部分を記入 

・受講者数の 10 歳年齢区分による分布によれば、60 歳代と 70

歳代の男性の受講者は合わせて全体の 7 割となること 

・地域防災力の変遷評価の調査対象について、2007 年は仙台市

内すべての町内会だが、2011 年、2013 年はその 10 分の 1 に過

ぎず、仙台市地域防災リーダーの受講者を自発的に派遣している

町内会であること 

・地域防災力の変遷評価の得点の年次変化は、必ずしも仙台市

地域防災リーダーの貢献だけによるものではなく、自主防災組織

ごとの複合要因によるスコア上昇を意味することから、今後モニタ

リングの継続調査と詳細分析が必要となること 

・地域防災力の診断結果によると、2013 年時点の平均スコアは

100 点満点中 46 点程度に留まっているうえに組織間の格差もあ

るなど、仙台市地域防災リーダーの今後の活躍がより一層期待さ

れる 

注）図－４９に示した、原論文の p.479、

p.482・483 の記述を踏まえて作成。 

 

 
【図－４９：原論文見本（１５）】 
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 「実践内容」は、この事例で実践した内容を手順に従って要約する。図－５０にコンテンツの「実践事例」の Web 画面の例を示します。 

 本コンテンツの「実践内容」の図例は、対応する「手法」のコンテンツの「手法内容」で用いた図表を同一のものを引用している。 

 「実践事例」は対応する「手法」の手順に則って実践されているので、手法内容と実践内容の記述が重複するのは当然であるが、「実践」の場合に、

行った主体や地域の固有性，「工夫」に記された個別性が原論文に記述されている場合には、それらが明確にわかるように記述する必要があります。 

 なお、このようにして作成されたのが『添付資料４：「地域防災 Web」画面見本 「実践事例」』の「仙台市における地域防災リーダー養成プログラム

の実施と地域防災力の変遷評価」の Web 画面です。 

 

 
【図－５０：「実践内容」部分の Web 画面見本】 
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2-2-7. 入力済みコンテンツの「申請」 

 入力が終わったコンテンツは、2-1-2.（５）「入力済みコンテンツの「申請」」（P.20～）の承認申請

手続きを参照して、事務局に対して承認申請を行います。 

 

 


